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６ 温室効果ガス排出抑制等の対策・施策 

本項では、2040年度の中期目標の達成に向けた温室効果ガス排出抑制等の取組の基本方策と、

それに沿って特に重点的に進める取組や分野毎の対策・施策を示します。 

2040年度までの本計画期間は、2050年までの「ゼロカーボン北海道」の実現に向けて、道民、

事業者と認識を共有し、機運醸成や行動喚起を図りながら、本道の豊かな資源を最大限活用し、

地域の脱炭素化を進めるとともに、GXとAI-DX＊12の一体的展開や再生可能エネルギーの供給・

利活用拠点の役割を果たすための道筋を弛まず構築していく期間と位置付け、それ以降、より一

層加速度的に温室効果ガス排出量を削減するための土台を築く重要な期間となります。 

国も、2040年に向けては、既に利用可能な技術・設備の導入拡大を加速し、野心的な目標の実

現をめざす期間とし、その上で、2050年ネット・ゼロに向けては、2030年度の目標に向けた対

策を継続・強化することはもとより、現状の制度や技術にとらわれず、創造的に対策の検討、導

入及び実施を進めることとしています。 

なお、「ゼロカーボン北海道」の実現をめざす上で、「北海道省エネルギー・新エネルギー促進

条例＊13」に基づく「北海道省エネルギー・新エネルギー促進行動計画」及び「北海道森林吸収源

対策推進計画」は、省エネルギーや再生可能エネルギーの開発・導入、森林吸収源の確保といっ

た点で本計画と密接に関係することから、一体で取り組んでいきます。 

また、北海道電力泊発電所３号機については、原子力規制委員会において福島第一原発事故の

教訓を踏まえた新規制基準に適合していると認められたこと、電力需要の増加が想定される中

で安定した電力供給と脱炭素電源の確保により、今後の道内経済の成長や温室効果ガス削減に

つながることなどから、道民の声、地元４町村長の判断・後志16市町村の意見、道議会の議論な

どの様々なご意見を踏まえた上で、北海道知事として、当面取り得る現実的な選択と考え、令和

７年12月18日、国に対し再稼働への同意を伝えました。 

原発は安全性の確保が大前提と考えており、原発の安全の追求に終わりはないとの認識のも

と、引き続き、国や北海道電力に対し、対応に万全を期すよう求めていくとともに、道としても

防災対策に一層取り組んでいきます。 
 

（１）取組の基本的な考え方と方向性 

2050年までの「ゼロカーボン北海道」の実現に向けて、地域の脱炭素化により「豊かな地域

資源を活かした再生可能エネルギーの地産地消などを進め、産業振興やレジリエンス強化など

様々な地域課題の解決や魅力と質の向上を実現する」と、地域と共生したGX政策の推進によ

り「全国随一の再生可能エネルギーのポテンシャルを活かし、地域と共生した良質な投資を呼

び込むことで、環境と経済の好循環を実現し、全国・世界の地球温暖化防止対策に貢献する」

をめざし、その取組を進めるための基本的な考え方と方向性を①～⑦（P.15～20）のとおりと

します。その推進にあたっては、「これまでのスタイルや発想の転換（Change）」、「あらゆる社

会システムの脱炭素化への挑戦（Challenge）」、「革新的なイノベーションによる新たな未来の

創造（Creation）」という３つの「Ｃ」をキーワードとして、取組を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「ゼロカーボン北海道」の実現へのキーワードは、３つの「C」 

Change（転換） 
○スタイルの転換 

・企業の脱炭素経営の取組や ESG 投資※14

の拡大を進めるなど、環境課題への対応

が成長につながるという発想への転換

を図る。 

○発想の転換 

・省エネ住宅やテレワークなど、脱炭素ス

タイルへの意識の転換と行動の変容を図

る。 

北海道の優位性を最大限に活用 

・豊かな再生可能エネルギー ・優れた自然環境など 

Challenge（挑戦） 

○あらゆる社会システムの脱炭素化への挑戦 

・地域と共生した再生可能エネルギーの

最大限の活用などにより、社会システ

ムの脱炭素化、そして環境･経済･社会

が統合的に向上する地域づくりに挑戦

する。 

Creation（創造） 
○革新的なイノベーションなどによる新たな

未来の創造 

・再生可能エネルギー由来の水素社会の構

築やバイオマス等の利活用技術の革新、さ

らには北海道の強みを伸ばす革新的なイノ

ベーションなどにより新たな未来を創造す

る。 

ゼロカーボン北海道の実現 
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① 再生可能エネルギーや森林などの豊富な地域資源の最大限の活用 
  ゼロカーボン北海道の実現に向けて、電力や熱エネルギーの地域内での循環をめざし、エネ

ルギーの地産地消などの取組を進めていくとともに、本道では、北海道胆振東部地震に伴うブ

ラックアウトなどを経験したところであり、積雪寒冷で広域分散型といった地域特性を踏ま

えた電力インフラのレジリエンス強化が重要です。 

  また、ゼロカーボン北海道の実現につなげていくためには、二酸化炭素吸収源のさらなる確

保も不可欠であり、森林など本道の豊富な地域資源の活用が重要となります。 
 
取組の基本的な考え方と方向性 

地域の脱炭素化と経済の活性化、レジリエンス向上の同時達成をめざし、再生可能エネルギ

ーや森林など本道の豊かな地域資源を最大限活用した「地域循環共生圏＊15」の創造による環

境・経済・社会の統合的向上や地方創生に資する地域の課題解決・生活の質の向上のほか、二

酸化炭素吸収源のさらなる確保に取り組みます。 
  

➢ 地域主導のエネルギー地産地消の加速などに向けて、太陽光や中小水力、バイオマスな

どの新エネルギー設備の設計や導入、新エネと電気自動車、蓄電池等を組み合わせた自

立分散型エネルギーシステム(V2X＊16)の導入、地域の分散型エネルギーシステムをIoTで

組み合わせ、面的に活用する需給一体型の取組、実用化目前の先端技術を産学官が連携

し、地域特性に合わせて実装する取組を支援します。 

➢ 地域の脱炭素化を促進するため、市町村職員など地域の取組を推進する人材の育成や、

市町村と関係事業者とのマッチング、計画から導入まで地域資源を活かした取組への支

援を行うとともに、道のワンストップ窓口の活用や地域の取組への支援を行う国や関係

団体との連携強化による支援体制の充実を図ります。 

➢ 二酸化炭素吸収源のさらなる確保について、以下のとおり取り組みます。 

     【森林】 

森林の若返りを図るため、計画的な伐採と着実な植林などによる活力ある森林づくり

や木材利用を促進するほか、森林整備のさらなる推進に向け、道有林における森林由来

クレジットの大規模創出・販売の取組を進めるなど、一層の吸収源対策に取り組みます。 

     【農地(草地)土壌】 

クリーン農業・有機農業などの環境保全型農業のさらなる取組の拡大を推進するとと

もに、堆肥等の施用による土壌への炭素貯留効果などを農業者に啓発し、広く消費者や

流通・販売事業者に発信して理解を促進します。 

     【自然環境の保全】 

自然公園などの保護地域の適切な保全・管理を推進することによって、現状以上の保

護地域面積の確保をめざし、ネイチャーポジティブの実現にも貢献していきます。 

     【ブルーカーボン*¹7】 

ブルーカーボン生態系など多様な役割を持つ藻場の保全・創造を推進し、「水産業の

振興」と「ゼロカーボン北海道への貢献」との両立を図ります。 

新エネルギーの需給一体での活用イメージ J-クレジット制度のイメージ（出典：J-クレジット制度サイト） 
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② 地域特性を踏まえた理解促進 
 本道は、積雪寒冷により暖房の灯油消費量が多いことや広域分散型で自動車への依存度が高

いため、全国と比べ二酸化炭素排出量における家庭部門と運輸部門の割合が高い特徴があり、

道民一人当たりの二酸化炭素排出量は全国平均よりも高くなっていることから、道民、道、事

業者などの全ての関係者の自主的かつ積極的な参加及び密接な連携の下、道民一人ひとりのゼ

ロカーボンへの意識を高めることが重要です。 

 また、家庭や事業におけるエネルギー消費量を減らすことは、地球温暖化対策に加え、電気

代や燃料代のコスト削減にもつながるため、省エネルギーの徹底が重要です。 
 
取組の基本的な考え方と方向性 

道民や事業者などとゼロカーボン北海道の実現に向けた認識の共有や意識を醸成し、豊かな

環境を将来世代に引き継げるよう、ライフスタイルや事業活動等の脱炭素社会に向けた自発的

な転換を促進します（省エネ行動の実践（道民・事業者の皆様へ）はP.47~50をご参照ください。）。 
 

➢ 道民一人ひとりが自主的に行動できるよう、ゼロカーボン北海道についての理解を深め、

行動変容のきっかけとなる学習・教育機会の充実を図ります。 

➢ 当事者意識の向上や取組の促進につなげるため、若い世代をはじめとする方々の意見を

把握し、脱炭素を踏まえた社会経済のあり方等について、施策に反映していきます。 

➢ 各家庭の温室効果ガス排出量の見える化や、エネルギー効率の高い設備・機器の導入に

よる省エネ促進など、道民一人ひとりの意識改革や行動変容を促すための様々な機会を

活用した効果的な情報発信や普及啓発の強化を図ります。 

➢ 事業者による省エネ意識の定着や省エネ設備の導入などの取組を促進するため、「初期」、

「計画」、「導入」の各段階に応じたモデル的、先駆的な取組を行う事業者や団体等の計

画づくりや設備導入等を支援します。 

➢ 住宅・建築物やインフラ分野の省エネ化などの脱炭素化や理解促進を図ります。 

➢ 次世代自動車＊18の導入促進など、脱炭素型の交通を構築するための取組、必要な基盤整

備や理解促進を図ります。 

「ゼロカーボン北海道チャレンジ！」 
ゼロカーボンの取組を一緒に実践していくプロジェクト 

「北海道ゼロチャレ！家計簿」 
 家庭における CO2 排出量を可視化できるアプリ 

「脱炭素経営 先行事例集」 
 民間事業者等の脱炭素化に向けた先進的な取組事例を紹介 
 

次世代自動車の普及啓発 
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③ データの一層の見える化 
 近年、国際情勢や為替の変動によるエネルギー価格の上昇、災害からの復興や感染症の発生

など、経済社会が複雑に変動する中で、脱炭素に係る対策・施策が効果的に取り組まれている

か、データをわかりやすく見える化し、計画の進捗評価を充実させることが重要です。 
 
取組の基本的な考え方と方向性 

災害からの復興や感染症などにより経済社会が変化する局面においても、その変化を柔軟か

つ的確に捉え、脱炭素の観点を組み込んだ対策・施策を実施し、着実に脱炭素社会への移行を

進めます。 
 

➢ 道内の温室効果ガス排出量等のデータ・情報を管理・活用する枠組みとしての役割を 

意識しながら、データの一層の｢見える化｣を図るとともに、環境と経済の好循環も考慮

して取り組めるよう、毎年度の進捗評価で産業活動と温室効果ガス排出量の状況を確認

するなど、計画の進捗評価を充実させていきます。 

 
 

④ 再生可能エネルギーと地域との共生 
 再生可能エネルギーの導入にあたっては、自然環境や景観との調和を図ることなどを前提

に、地域の理解のもとで適切に事業が実施されることが重要です。このため、計画段階におい 

て法令遵守はもとより、生活環境や自然環境への影響も含め、地域住民への説明を積極的かつ

丁寧に行うなどの地域との共生に関する取組が求められます。 
 
取組の基本的な考え方と方向性 

再エネと地域との共生に向け、関係する法令の範囲内で、できることを徹底して行うととも

に、違反事案の早期把握や関係法令等の厳正な運用に向けた手続きの見直しなどに加え、｢地

域との共生｣を大前提に｢環境と経済の好循環の実現｣をめざす道の考え方を広く発信するほか、

法令に違反する大規模太陽光発電事業（メガソーラー）等については、北海道発共生３原則

（P.18）や国の対策パッケージにも準じて対策を強化するなどして、取り組んでいきます。 
 

➢ 再エネ特措法等に基づく事業規律強化の取組の周知徹底や、環境影響評価制度*19の適切 

な運用に向け、計画の検討段階において、配慮すべき事項の計画への反映などを事業者

に求めるなど、関係者と連携しながら取組を進めていきます。 

➢ 温対法に基づき、本計画の別冊として定めた環境配慮基準をもとに、市町村等が促進区

域を設定する地域脱炭素化促進事業制度の活用を推進します。 

促進区域の設定イメージ 
（出典：環境省リーフレット） 

 

 

 

説明会開催、審議会での審議 

説明会開催、公聴会開催、審議会で
の審議 

審議会での審議 

第二種事業について、環境影響評価を行う必要があるか
どうかを主務大臣が判定 

環境影響評価の結果について、住民や知事、主務大臣の意見を聴く 

意見等を踏まえて準備書を見直し 

環境影響評価の項目や手法等について、住民や知事、主務大臣
の意見を聴く 

第一種事業に係る事業計画段階の環境配慮事項の検討結果
について、住民や知事、主務大臣の意見を聴く 

スクリーニング 

配慮書手続 

事後調査等手続 

方法書手続 

事業実施 

評価書手続 

環境影響評価実施 

準備書手続 

環境影響評価法に基づく手続きの流れ 

実質 GDP 当たりの温室効果ガス排出量の推移（出典：環境省 HP） 

○ 経済社会の変化の一例 

・2008 年 9 月のリーマンショック 

・2019 年度末から国内で新型コロナ

ウイルス感染症拡大 

国のメガソーラーに関する対策パッケージ 
(令和７年 12 月 大規模太陽光発電事業
に関する関係閣僚会議決定) 
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  北海道発 共生３原則（北海道内で太陽光発電事業を検討する、事業者の方々へ） 

～ 北海道知事からのメッセージ ～ 
  昨今、太陽光発電事業などの違法開発行為が散見される中、釧路市北斗の太陽光発電事業において、森
林を開発する際に必要な許可を得ずに開発行為が行われるなど、極めて遺憾と言わざる得ない事案が発生
しました。 
 こうしたことは、未来に引き継ぐべき本道の豊かな自然や優れた景観を脅かされるなど、道民の皆様に
とって、様々な不安や懸念を生じさせる事態であります。関係法令の遵守は絶対です。 
 豊かな自然や景観、道民の皆様の安全で快適な暮らしが守られることが最優先であり、違法な行為は絶
対に許されるものではありません。法令違反には厳正に対処していきます。 
 北海道内で太陽光発電事業を検討する事業者の方々には、法令遵守はもとより、自然環境や生活環境の
保全をはじめ、景観や防災対策、地域貢献など、地域の方々と十分に話し合い、その声に最大限配慮いた
だくなど、「地域との共生」を第一に取り組んでいただくようお願いします。 
 北海道は、地域と共生できない事業は望みません。地域との共生を大前提に、環境と経済の好循環の実
現に向け、良質な投資を促進し、自然と調和して地域とともに歩む事業を応援してまいります。 
 

令和７年11月21日 北海道知事 鈴木 直道 

関係法令の遵守は絶対 法令違反には厳正に対処 地域との共生が大前提 
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⑤ 本道のGX(グリーントランスフォーメーション)政策との協調 
 国のGX2040ビジョンでは、エネルギーの安定供給、経済成長、脱炭素の同時実現に向け、

脱炭素電源などのクリーンエネルギーが豊富な地域に企業投資を呼び込み、新たな産業集積の

構築をめざすとし、その地域の例示のひとつとして北海道が示されました。また、展開にあた

っては、経済合理的な対策から優先的に導入していくという視点が不可欠であり、安全性・安

定供給・経済効率性・環境適合性に基づき、脱炭素化に伴うコスト上昇を最大限抑制して取り

組むとされています。 

GXの展開に向けて、本道では、令和６年３月に道と札幌市が共同で「北海道・札幌『GX金

融・資産運用特区＊20』」を提案し、同年６月、全国４箇所の金融・資産運用特区の１つとして

決定されるとともに、全道域が国家戦略特別区域＊21に指定され、道内各地に賦存する多様な

再生可能エネルギーのポテンシャルを活かした、再エネが豊富な地域へのGX関連産業の集積

と、それに資する札幌市域での金融機能の強化集積に対する期待が高まっています。（なお、

令和８年２月に、GX政策と一体的にAI政策に取り組むためコンセプトが改正され、「GX/AI 金

融・資産運用特区」に改称されました。） 
 

取組の基本的な考え方と方向性 

経済成長と脱炭素の同時実現をめざすGX政策と協調し、環境と経済の好循環につながる良

質な投資を促進するとともに、AIや半導体・デジタル関連の産業政策も合わせて一体的に展開

しながら、脱炭素を軸として成長に資する施策を推進します。  
 

➢ 全国随一の再エネポテンシャルを活かし、多様な実証フィールドにおけるAIデータの利

活用などや洋上風力発電をはじめとする再エネや水素等の供給と利活用の両面で、道内

へのGXとデジタル関連産業の集積を図ります。 

➢ 産学官金の連携によるコンソーシアム｢Team SapporoｰHokkaido｣＊22とも連携し、特区に

よる規制緩和や「北海道GX推進税制」＊23を活用するなど、GX関連産業の集積に向けた

支援に取り組みます。 

➢ 地産地消を基本とした水素サプライチェーン＊24の構築のほか、水素・アンモニアなどの

脱炭素燃料への転換、火力発電所などから排出されるCO2を分離・回収・貯留するCCS

やCCUSの取組が円滑に進むよう取り組みます。 

➢ GX政策を推進する上で、国等と連携しながら、労働力に加え、地域経済の公正な移行*25

も含め、配慮しながら進めます。 

北海道・札幌「GX/ AI 金融・資産運用特区」のめざす姿（GX 関連） 

GX と AI-DX の一体的展開のイメージ 
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⑥ 我が国及び世界の地球温暖化防止対策への貢献と道内への経済効果 
 地球温暖化防止対策条例に基づき、我が国のみならず、世界の地球温暖化防止対策に貢献し

ていく上で、洋上風力発電等の道外への再生可能エネルギーの移出など、今後進展するGX関

連産業による道外への貢献と道内への経済効果（P.35～43）が期待されており、こうした新た

な取組を道民や事業者に広く発信していきます。 
 
取組の基本的な考え方と取組の方向性 

洋上風力発電等の再生可能エネルギーの道外移出や道内に誘致したデータセンターでの活

用などは、供給及び使用の両面で電力が脱炭素化できることから、我が国の温室効果ガス排出

量の削減となることはもとより、世界に貢献することが期待されます。 

 こうした、道内へのGX関連産業の集積による経済効果を、全道に波及させていきます。 
  

➢ 豊かな自然環境を活かし、地域と共生した再生可能エネルギーの供給と利活用で我が

国及び世界の脱炭素に貢献していきます。 

➢ 全道でGXを推進し、地域での脱炭素と経済成長を同時に達成していきます。 

 
 
 

⑦ SDGs(持続可能な開発目標)の視点に基づいた取組の推進 
本計画では、本道の豊かな地域資源を活かした、持続可能な地域の実現をめざしており、

SDGsの理念のもと、多様な主体と連携・協働することで、環境、経済、社会の三側面のバラ

ンスを意識しながら、取組を進めていきます。 
 
取組の基本的な考え方 

本取組の方向性は、SDGsの考え方も踏まえたものであり、「SDGs未来都市＊26」として、13

番の目標である「気候変動に具体的な対策を」のみならず、他の目標についても同時達成をめ

ざして取組を進めます。 

 

2015 年９月、国連で 150 を超える加盟国首脳が参加の
下、「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」が採択
され、その中核として 17 の目標と 169 のターゲットか
らなる「持続可能な開発目標(SDGs（Sustainable 
Development Goals））」が掲げられました。 
 目標の 13 番目に「気候変動に具体的な対策を」があ
り、道としても本道が優位性を持つ再生可能エネルギー
や森林吸収源などの最大限の活用により、我が国の気候
変動対策に地域から貢献していきます。 

北海道を牽引する GX プロジェクト 

持続可能な開発目標（SDGs） 
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